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過去の国民医療費の将来推計と実績

適正化によって国民医療費の実績値は、過去の国民医療費の推計値を下回っている。
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過去の国民医療費の将来推計と実績

2006年推計（改革後）

2012年推計（改革シナリオ）

実績

※2014年度は国民医療費が未公表のため、概算医療費が国民医療費の約98％であることを利用して計算。

※2006年推計、2012年推計で公表されていない年度については、公表値から年平均伸び率を計算して推計。

*厚生労働省「第1回医療費の将来見通しに関する検討会」資料（2006年12月27日）、「社会保障審議会医療保険部会」（2014年5月28日）資料より作成
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社会保障費は、医療、介護等を中心に今後も増加することが見込まれる

財政主導ではなく、未曾有の少子高齢社会が進展し、人口が減少していく中

で国民皆保険を堅持していくため、我々医療側から、過不足ない医療提供が

できる適切な医療を提言。

持続可能な社会保障のために

時代に即した改革

例えば

・生涯保健事業の体系化による健康寿命の延伸

・糖尿病のハイリスク群への早期介入による透析導入患者の減少

・COPD患者への適切な医療介入による在宅酸素療法導入患者の減少

・症状や患者特性に応じてコスト意識を持った処方を診療ガイドラインに
掲載する等学会活動の支援 等



１．筋骨格系疾患 ２．糖尿病 ３．人工透析 ４．CT,MRI検査 ５．医療材料
６.COPD

（慢性閉塞性肺疾患）

医療費
（現状）

大腿骨頸部骨折
医療費2,000億円

（＋介護費1,600億円）

1.2兆円 （H24） 1.4兆円（H24） 5,900億円（H26）
約1兆円

（医療費の3%）

約240億円
（H25・在宅酸素療法に
係るものだけの推計）

患者数
（回数）

90,000人
（大腿骨手術）

270万人（H25）
疑いは1,600万人

31.4万人
（H25）

3,500万回
（H25）

（整形外科手術
患者を対象にパ
イロット調査中）

22万人
（H23）

基本方針

ロコモの推進による

転倒防止、合理的な
手術の実施と病院の

機能分化

データベース構築とそ
の収集・分析に基づく
最適治療法の確立、

徹底的患者管理

糖尿病性腎症
の悪化防止、透
析医療の標準

化

適切な機器の選択、
機器及び個人単位

の線量管理、適切な
撮影

手術及び術式、さ
らには使用する材
料の適切な選択

禁煙から併存症まで
適切な患者管理

方法

• ロコトレにより、転倒
主因の入院・手術の
削減

• 受け皿病院等の整
備・機能分化による
入院期間の適正化

• 手術の医療材料の
適切な選択

• 健診、糖尿病の１次
予防、重症化予防

• 病院・診療所における
データベース構築

• 適切な薬剤選択によ
る効果的治療

• 患者指導、血圧・血糖
の厳格コントロール

• 診療ガイドラインの周
知、専門医・非専門医
の研修

• 糖尿病性腎症
の悪化防止

• 腎症の進行の
モニタリングと
適切な治療

• 患者指導の徹
底

• 高機能・低被曝機
器の配備推進

• 行政、学会、医療
機関の協力による、
機器及び個人単位
の線量管理の徹底
とモニタリング

• 撮影支援システム
等による、合理的・
適切な撮影の決定

• 疾患別撮影ガイド
ラインの周知

• 手術の際に使用
する材料の実態
の分析及び適切
な選択

• 手術及び術式の
選択の実態の分
析及び適切な選
択

• 手術の際の医療
材料の適切な選
択

• 禁煙、予防接種、栄
養指導、運動療法

• 併存症の管理

• 呼吸リハビリテー
ション

連携する
学会等

日本臨床整形外科
医会

日本糖尿病学会 等
日本腎臓学会

日本透析医学会
日本医学放射線

学会 等
日本臨床整形外科

医会
日本呼吸器学会 等
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医療側から提言できる医療費適正化の分野・項目の例



専門医療機関

医師会

歯科医師
薬剤師

看護師・准看護師
管理栄養士

ケアマネージャー
等

行政

連携

かかりつけ医

患者・国民からの健康にかかわる幅広い問題

地域での

医療・介護資源
に応じた対応

多職種間の連携
専門的な検査・治療

合併症への対応

生涯教育
地域の情報提供

診療・相談

訪問看護
訪問介護
服薬指導 等

専門医への紹介
症状改善後の受入

かかりつけ医を中心とした
「切れ目のない医療・介護」の提供
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適切な受療行動、
重複受診の是正、
薬の重複投与の防止等
により医療費を適正化

日常の診療、疾病の早期
発見、重症化予防
適切な初期対応
専門医への紹介
症状改善後の受入れ



日医かかりつけ医機能研修制度

【目的】
今後のさらなる少子高齢社会を見据え、地域住民から信頼される「かか

りつけ医機能」のあるべき姿を評価し、その能力を維持・向上するための
研修を実施する。

【実施主体】
本研修制度の実施を希望する都道府県医師会

【かかりつけ医機能】

１．患者中心の医療の実践
２．継続性を重視した医療の実践
３．チーム医療、多職種連携の実践
４．社会的な保健・医療・介護・福祉活動の実践
５．地域の特性に応じた医療の実践
６．在宅医療の実践

平成28年4月1日より実施
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⾃宅で倒れ、
救急搬送

急性期病棟
で救急対応 回復期病棟

でリハビリ

慢性期病
棟で療養

在宅へ移⾏
地域医療構想で、
医療機能を分化、

人材確保

地域支援事業で、
医療と介護の連

携を支援
機能分化、人材
養成確保を支援

在宅医療支援
〈自宅〉

〈老健施設等〉

介護体制を支援、
介護人材を養成

地域包括ケアの推進により
医療費を適正化

医療と介護の総合的な確保



専門的な診療を提供する
地域の拠点となるような病院

必要に応じて適切に
紹介・逆紹介等

外来の機能分化・連携の推進
平成28年度診療報酬改定

•認知症に対する主治医機能の評価

•小児に対するかかりつけ医の評価

•地域包括診療料、地域包括診療加
算(※)の施設基準の緩和
（※）複数の慢性疾患を持つ患者に対する継続的で全人

的な医療を評価

•紹介状なしで大病院を受診した場合の
定額負担を導入
○対象となる医療機関：

特定機能病院、
一般病床500床以上の地域医療支援病院

○定額負担
最低料金:初診時5,000円、再診時2,500円

※緊急その他やむを得ない事情がある場合については、
定額負担を求めないこととする。
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患者がアクセスしやすい中小病院、診療所
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健康寿命延伸に向けて

事業所健診
労働安全衛生法
厚生労働省 労働基準局

0歳

乳幼児健診
母子保健法
厚生労働省
雇用均等・
児童家庭局

学校健診
学校保健安全法
文部科学省
スポーツ・青少年局

後期高齢者健診
高齢者医療確保法
厚生労働省 老健局・保険局

健康寿命

特定健診
医療保険
保険者（義務）
厚生労働省
保険局・健康局

6歳 22歳 男71.2歳
女74.2歳

75歳40歳 男80.5歳
女86.8歳

【乳幼児期】 【就学期】 【就労期】 【高齢期】

18歳

医療等IDによる統一した管理

縮める
平均寿命




